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基幹産業の変遷に伴う都市空間の変容
－ －山形県米沢市の事例－ －
 山　 田　 浩　 久
Ⅰ　は　じ　め　に
　地域の歴史的，自然的風土の中で発展してきた地場産業の多くは，1970年代後半から指摘さ
れる構造的不況のなかで衰退する傾向にある。地場産業の衰退は，それを基幹産業に据えて成
長してきた地方の工業都市において特に深刻であり，各都市は地場産業の建て直しを図るとと
もに，新たな産業を地域内に導入することによって産業基盤そのものを更新しようとしている。
　しかしながら，わが国の産業発達とそれを取り巻く国際情勢からほぼ不可避であったとされ
る構造的不況のなかで，前者の目的を達成することはきわめて難しい状況にある。一方，後者
の試みは全国レベルで進行する工業分散化に伴い，進出工場を受け入れることによって着実に
その目的を達成させてきた。その結果，地方の工業都市では生産活動の大部分が中央資本の進
出工場に委ねられ，地場産業は衰退の一途をたどるという例が少なくない。
　地場産業の中心となる工場の多くは，家族経営に近い零細工場であり市街地内部に立地する。
彼らにとって市街地は生産の場であると共に生活の場でもあり，分業体制のもとで各生産工程
ごとに結びついた工場間の結合は「いえ」同士の関係とも密接に関連する。地方の工業都市で
は，地場産業の衰退がこの「産業地域社会」の崩壊を招いており，市街地の居住者属性や土地
利用状況に大きな影響を与えている。
　地方工業都市のさらなる成長は，基幹産業の円滑な転換にかかっていると言える半面，歴史
的，自然的風土の中で形成されてきた産業地域社会の崩壊を看過することは，「街らしさ」を
消失させることに繋がるとも言える。地方工業都市が産業構造を円滑に再編しつつ，「街らしさ」
を維持していくためには，基幹産業の転換に関わる地域の変容を明らかにして，そこに観察さ
れる歪みを可能な限り補整していく必要があると考える。もちろん，これは新しいものを受け
入れないという観点から議論されるものではない。新しいものをより効率的に取り入れていく
ためには，古くから続く社会を見直して，その存続意義を認めつつ両者の共存を図ることが重
要である。
　そこで，本研究では，山形県置賜地方の中核都市として機能する米沢市を事例に，近世期に
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導入された米沢織物の衰退過程と高度経済成長期後に活発化した電気機器工業の進出過程を整
理し，基幹産業の変遷に伴う都市空間の変容を明らかにすることを目的とする。後述するよう
に，米沢市は山形県有数の工業都市であるが，工業生産の主力は1970年代を境に軽工業から電
気機械工業へと再編され，それは都市空間の構造変容にも少なからぬ影響を及ぼしたことが予
測される。
Ⅱ　米沢市の概観
　米沢市は山形県の最南端に位置する置賜地方の中核都市であり，市街地は鬼面川，松川（最
上川），羽黒川による複合扇状地上に形成されている（第１図）。市域は1950年代前半に周辺十ヵ
村を編入して県内最大の市域面積となったが（548.7），2000年における人口集住地区（DID）
の面積は12.7であり，全体のわずか2.3％にすぎない。そのため，農業生産はこのような自然
的特色を生かして，平野部では水田耕作，傾斜部では果樹栽培が行われている。また，置賜盆
地は，吾妻連峰にさえぎられた冬の季節風が荒川峡谷から流れ込みやすく，わが国有数の多雪
地帯である。
第１図　米沢市街地概観
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　市街地は，米沢城を中心とする城下町を空間的基盤に発達した。城下町が本格的に整備され
はじめたのは，1548年（天文17），置賜地方を治めていた伊達晴宗が米沢城を居城としてから
である。1591年（天正19）に伊達政宗が岩手沢（岩出山）へ転封されるまでの間に，城下の
主要な町人地六町（本町，南町，東町，柳町，立町，粡町）が形成されたが，伊達氏の転封と
ともに商人や寺院も移動し城下の衰微を招いた。そのため，伊達氏転封後に米沢城主となった
蒲生郷安は店役や夫役を軽減する商人優遇策を採り，町人地の復興をはかった。しかし，蒲生
氏の米沢支配はわずか８年余りで終わり，1598年（慶長３），会津に転封された上杉景勝によっ
て直江兼続が城代に配された。
　1601年（慶長６），関ヶ原の戦いの戦後処理によって上杉氏の領地は置賜郡，伊達郡，信夫
郡のみに縮小され，石高も120万石から30万石にまで減封されると，上杉景勝は米沢に移り，
米沢城は以後270年間，13代にわたり上杉氏の居城となった。厳しい減封処分に対して，上杉
氏は知行高を三分の一に減らし，基本的に家臣の召放しは行わなかった。このような対応は家
臣との主従関係を精神的に強化したと考えられるが，当時の米沢城下は移住した大家臣団をス
ムースに受け入れられるほどの居住キャパシティを有しておらず，城下町の整備，拡張が当面
の課題となった。城下整備の総指揮をとった直江兼続は，二の丸外側に居住していた町人をよ
り外方へ移し，三の丸を築いて，環濠内のすべての土地を家臣団の居住区に割り当てた。上級
家臣団は城東側に，中級家臣団は北側にそれぞれ配されたが，下級家臣団は三の丸内に収容し
きれず，郭外北西部や原方と呼ばれる郊外に居住することになった。
　1664年（寛文４），三代藩主綱勝の急逝によって断絶の危機に立たされた米沢藩は，綱勝の
正室媛姫の父である保科正之の奔走により改易処分を免れたものの，30万石から15万石へ減封
されてしまう。この厳封処分に対しても，上杉氏は家臣の召放しは極力行わず，知行高を二分
の一にすることで対処した。そのため，再び多くの家臣団が米沢城下に移住することとなり，
減封にもかかわらず城下は空間的に拡大した。
　城下が空間的に拡大したとはいえ，石高に対して多すぎる家臣団の維持は米沢藩の財政を大
きく圧迫した。榎本（1964）によれば，17世紀末における米沢藩の家臣数は総人口の23.6％
を占めている。これは，他藩に比べてきわめて高い比率である（秋田藩9.8％，南部藩6.9％）。
また，階級にかかわらず一様に扶持高が半減されたために，城西北部に密集する下級家臣団の
家計は非常に厳しいものとなった。このような米沢藩の窮乏は改善されることなく深刻化し，
1763年（明和元），ついに藩主重定は藩土返上の意を幕府に示すが，幕府は藩政再建を指示し
重定は翻意した。
　この藩の窮地を大胆な行政改革によって救ったのが，第９代の米沢藩主（上杉氏としては第
10代）についた上杉治憲（鷹山）である。鷹山は江戸家老竹俣当綱指導のもと窮乏する藩財政
を再建するために徹底した緊縮政策をとり，農村統制，学問振興，産業育成に努めた。鷹山の
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改革のポイントは，それぞれの政策を相互に関連させあうことによって，藩内で完結する生産，
流通体系を確立し，自給自足的な経済システムを地理的に閉鎖された米沢盆地内で完成させた
点にある。その結果，外貨（金）の流出は最小限に抑えられ，幕末には膨大な負債をほとんど
返済したといわれている。
　大政奉還により，1871年（明治４），米沢藩は米沢県，そして置賜県に改名され，1876年
（明治９）に山形県に合併された。しかし，1888年（明治21）に市町村制が公布されると，そ
の翌年には山形市と同時に米沢市が誕生し，置賜地方の中心地として機能した。市町村制の公
布を受け，同一県内に二つの市が同時に誕生した例は珍しく，全国でも山形県，大阪府，兵庫
県，富山県，福岡県の五府県だけであった。市制施行時における米沢市の人口は30,234人であ
り，当時最小の市であったが，山形市と同時に市制が施行されたことは，置賜地方における中
心地性が高く評価されていたことを物語る。
　1905年（明治38）に奥羽本線が全線開通すると，米沢市は西東北の玄関口として位置づけ
られるようになった。物資や人の流動が活発になるにしたがい，米沢市の人口は徐々に増加し，
鶴岡市，酒田市ととともに県内の２次中心地としての地位を確立したが，第二次大戦後は三市
とも復員による人口増加以後，急激な人口増加は観察されていない（第２図）。
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第２図　山形県内13市の人口の推移
各市の人口とも2000年時点の市域面積に換算
（資料：国勢調査報告）
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　一方，米沢市の工業製品出荷額は，1990年に山形市を抜いて県内第一位となり，2000年時
点で県内工業生産の22.3％を占める（工業統計表）。また，2000年時点における産業別就業人
口構成比は，山形市が第一次産業5.3％，第二次産業23.8％，第三次産業70.5％であるのに対し，
米沢市のそれはそれぞれ4.9％，41.9％，53.2％となっている（国勢調査報告）。米沢市は，戦
後，人口増によって都市規模を急激に拡大するということはなかったが，県内有数の工業都市
として着実な発展を遂げてきたといえる。
Ⅲ　鷹山の改革と米織の盛衰
　上杉治憲（鷹山）は，産業育成の一環として，漆，桑，楮の植立てを奨励したが，とくに桑
の植立てに関しては，蚕桑役局を同時に設置し桑栽培による養蚕を促進した。また，仙台より
指南役を招き藍栽培を導入するほか，越後松山より縮師と職工を招いて藩営の縮織工場を設置
して（米沢寺町，長井小出村），中級家臣団の婦女に縮織の技術を学ばせた。米沢藩では，従来，
越後縮の原料として青苧が栽培されていたが，藩内で産業として織布を生産するには至ってい
なかった（阿部，2000）。鷹山は藩の新規産業として織物産業に着目し，米沢織物の基礎を作っ
たといえる。
　養蚕の普及とともに，米沢織物は縮布から横麻に推移し，19世紀初頭には絹織物に発展した。
農村で原料を産出し，城下で加工，それを藩が買い上げ，特権商人が市場に供給する，といっ
た構造が藩内で形成されるにしたがい，藩財政は好転し，領民や家臣の生活も安定するように
なった。その後，技術進歩によって生産性が上昇すると，特権商人の注文分以外は自由取引に
なり，専売制は間接的なものとなったが，それは米沢織物の知名度を全国的に高めることにつ
ながった。
　改革の目的が，それまでに累積された莫大な借入金の返済にあったとすれば，治憲（鷹山）
の藩改革は成功したといえる。そして，米沢織物の発達はその最も重要な要因であった。桑の
栽培に始まる一連の生産，流通体系は，藩内で完結する自給自足型の産業システムであり，改
革は身分制度のもとでそれぞれ単独に機能していた階層を織物産業を中心にして複合的に結び
つけるものであった。意識的であったかどうかは別として，その背景には，郊外に居住する下
級家臣団（原方衆）の半農半士的な生活に代表されるように，他階層との融合を容認してきた
米沢藩の歴史地域性が存在すると考えられる。
　米沢織物は，城下に居住する中級，下級武士団の内職として発展した。その生産形態は，織
機や絹糸を渡され織物に仕上げる問屋制家内工業であり，住居と一体化した工場は下級武士団
の居住地区である城北西部に集中して立地した。明治維新後，旧藩士は士族となり政府から家
禄を支給されたが，廃藩置県の際の減給や1876年（明治９）に政府の財政負担軽減のために公
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布された「金禄公債証書発行条例」により，士族は家禄だけで生活することが困難になった。
そのため，旧米沢藩士の多くは，内職として営んできた織物業を本業とし，織物生産によって
生活を維持した。さらに，交付された公債は上級士族ほど支給率が低かったために，藩政時代
には織物業を営んでいなかった上級士族までもが公債を売却し，織機を購入して織物業に参入
した。その結果，工場の分布は，城北西部への偏在傾向を残しつつ，市街地全域に広がった。
　しかし，明治初期の米沢織物は，藩の国産所によって規格統制されていた藩政時代とは異な
り，無統制下のもとで生産，流通されたため，徐々に製品の粗悪化が指摘されるようになった。
そのため，旧藩主や上級士族を中心に米沢物産会社や米沢絹織物組合が設立され，米沢織物の
信用回復と生産，流通の安定化が図られたが，その後もこの問題は米沢織物が抱える大きな課
題となった。また，工場の近代化に関しても，明治期全般を通して大きな進展は見られず，藩
政時代から継承された問屋制家内工業による手織機中心の零細経営が存続した。米沢市史近代
編によれば1909年（明治42）時点で10人以上の職工を有する工場は58事業所で全体（478事
業所）の12.1％である。また，当時稼働していた織機のうち力織機は65機であり，全体（6,564
機）の1.0％にすぎない（第１表）。
　
第１表　米織の実態別事業所数と織機数の推移
　工場の近代化に関して，大きな転機となったのは，1917年（大正６）と1919年（大正８）
の米沢大火である。いずれも城西側の地区から出火し，北西の強風に煽られて市街地を焼失さ
せた。二度の大火の被災地は市街地のほぼ全域にわたり，米沢織物の生産は壊滅的状況に陥っ
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合　　計 (%)賃　　織 (%)家内工業 (%)工　　場 (%)
(100.0)478( 63.8)305( 24.1)115( 12.1)58事業所数または戸数
1909年
(明治42)
(  1.0)65(  0.0)0(  0.0)0(  8.0)65力 織 機
織 機 数 ( 99.0)6,499(100.0)4,862(100.0)890( 92.0)747手 織 機
(100.0)6,564(100.0)4,862(100.0)890(100.0)812合　計
(100.0)1,202( 74.8)942( 15.3)184(  6.3)76事業所数または戸数
1914年
(大正３)
(  4.9)185(  0.0)0(  0.0)0( 11.5)185力 織 機
織 機 数 ( 95.1)3,608(100.0)1,452(100.0)736( 88.5)1,420手 織 機
(100.0)3,793(100.0)1,452(100.0)736(100.0)1,605合　計
(100.0)917( 44.7)410( 12.0)110( 43.3)397事業所数または戸数
1921年
(大正10)
( 82.8)5,108(  0.0)0(  0.0)0( 94.7)5,108力 織 機
織 機 数 ( 17.2)1,063(100.0)615(100.0)163(  5.3)285手 織 機
(100.0)6,171(100.0)615(100.0)163(100.0)5,393合　計
工場とは10人以上の職工を雇用する事業所を指す
（米沢市史近代編より筆者作成）
た。しかし，第１表の1914年と1921年を比較してみると，二度の大火を挟んで，工業と家内
工業との比率，あるいは力織機と手織機との比率が逆転し，工場の大型化や織機の入れ替えが
急速に進行したことが分かる。復興事業や織機の入れ替えが比較的スムースに進行したのは，
米沢織物が第一次大戦による「大戦景気」によって最盛期を向かえていたためである。工場の
規模にかかわらず，復興できた工場は従前と同じ場所に立地したため，城北西部に偏在する工
場分布の全体的傾向は変わらなかったが，城下町として整備されてきた歴史的街並はこの大火
によって失われ，街区は直進性の高い広幅員の道路によって整備されることになった。
　また，1915年（大正４）には，わが国初の人造絹糸工場である「東レザー分工場米沢人造絹
糸製造所」が操業を開始し，1918年（大正７）に「帝国人造絹糸株式会社」（後の「帝人」）と
して独立した。大戦景気とともに成長し，昭和恐慌によって閉鎖されるという短い操業期間で
あったが，近代工業として職工の賃金水準を上昇させ，人絹製造の将来性を米沢の織物業界に
根付かせた点は多いに評価される。事実，米沢織物は正絹織物製造から人絹織物製造に転換す
ることによって昭和恐慌を乗り切り，昭和期前半におけるわが国の繊維工業の躍進に貢献した。
　第二次大戦下での繊維統制や織機供出によって生産能力が半減した米沢織物は，戦後，再び
活況を取り戻す。しかし，この活況は，婦人服地を中心とする合成繊維の広幅生産への転換に
よるものであり，資金力のある大規模工場とそうではない零細工場との格差を拡大するもので
もあった。さらに，技術進歩による生産性の向上は，1950年代後半頃から生産過剰による過当
競争を顕在化させた。そのため，1960年代後半頃から織物産業全体が外需依存型の輸出産業へ
移行したが，1970年代における二度のオイルショックや1980年代の円高不況といったわが国
をとりまく国際情勢のなかで，わが国の織物産業の国際競争力は急速に低下し，衰退産業とし
ての位置づけを決定的なものにした。
Ⅳ　工場誘致による産業再編
１．企業誘致が米沢市工業に与えた影響
　米沢は藩政時代から織物のまちとして成長してきた。米沢市の工業が同市の歴史的基盤の
上に成り立っていることは明らかであろう。しかし，わが国の軽工業はすでに衰退産業とし
ての色彩を強めており，もはや基幹産業として都市活動を牽引するだけの力はない。本章で
は，米沢市の工業が織物産業から電気産業へ転換されていった過程と今後の課題について整
理する。
　衰退化傾向を見せ始めた織物産業に対し，米沢市は1950年代末から戦時中に工場疎開した
東京資本の企業を基礎に工場の誘致政策をとり，繊維工業から電気機器工業への脱却を図っ
た。また，国も1968年（昭和43）に特定繊維工業改善臨時措置法による構造改善事業を実
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施し，織物業者の転廃業を促した。さらに，米沢市は「第４次米沢市建設振興計画」におい
て，工業の安定した経営基盤を確立するために既存企業の団地化と新規立地企業のための工
業団地造成を計画し，1972年（昭和47）に窪田工業団地(窪田町窪田地内，15.5ha)，米沢南
工業団地(大字李山地内，82.0ha)，東松原工業団地(大字三沢地内，3.3ha)，1974年（昭和
49）に米沢八幡原中核工業団地(八幡原地内，384.0ha)がそれぞれ指定された（第３図）。な
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第３図　工業団地と住宅団地の位置
かでも最大規模を誇る米沢八幡原中核工業団地は，工業再配置・産炭地域振興整備公団（現
地域振興整備公団）から中核工業団地の全国第１号に指定され，名実ともに置賜地方の工業
の中心として位置づけられるようになった。当初，米沢市では産業振興条例を設けて工場誘
致を進めていたが，これらの工業団地の指定とともに同条例を廃止し，現在では工業再配置
促進法，低開発地域工業開発促進法，農村地域工業等導入促進法を適用して，税制，補助金，
融資に対する優遇措置によって誘致を進めている。
　工業統計調査の結果を米沢市が独自に再集計した報告書によれば，４つの工業団地に立地
する事業所数は，1999年の時点で63事業所であり，市内総数の715事業所数の8.8％となっ
ている（米沢市，2001）。しかし，従業者は5,325人，製造品出荷額は1,873億円であり，そ
れぞれ全市に占める割合は，それぞれ33.9％と31.6％に達する。これらの統計数値は，建設
された工場の多くが市内の既存工場に比べて大規模で，高い生産性を示すとともに，大量の
雇用機会を創出していることを意味する。
　また，米沢市における工業の変遷を業種別に見ると，1950年代前半まで，製造出荷額の
60％以上を占めていた繊維工業のシェアは，1971年には36.8％，1976年には28.4％にまで
低下した（第４図）。逆に，1950年代前半には10％に満たなかった電気機器工業のシェアは，
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繊維製品 2.2％ 
繊維製品 
28.4％ 
電気機器 
32.4％ 
繊維製品 
64.7％ 
繊維製品 
36.8％ 
電気機器 
7.7％ 
電気機器 
75.6％ 電気機器 
27.7％ 
その他 
39.2％ 
その他 
27.6％ 
その他 
22.2％ その他 
35.5％ 
1953年 1976年 
1971年 2000年 
第４図　繊維工業と電気機器工業の製品出荷額シェアの変化
注：1953年の「電気機器」には金属も含まれる
（資料：工業統計表）
1971年には27.7％，1976年には32.4％にまで上昇し，繊維工業を抜いて市の基幹産業とし
ての地位を確立した。このように，米沢市の基幹産業が織物産業から電気機械産業へと転換
したのは1970年代後半であり，それは工業団地の造成，分譲の時期と一致する。2000年時
点において，電気機器工業のシェアは全体の75.6％に達し，繊維工業の占めるシェアはわず
か2.2％にすぎない（工業統計表）。
２．織物産業と電気機械産業との立地競合
　米沢市では，工業団地への企業立地を促進するために，市街地内に工業系の用途地域が指
定されていない。ただし，線引き以前から存在する織物工場については残存が許されている。
そのため，誘致企業の多くが郊外の工業団地内に収容され，新旧工業の棲み分けがなされて
いる。米沢市の調査によれば，最大規模の米沢八幡原中核工業団地に2003年時点で立地して
いる58企業のうち，繊維工業に属する企業はわずか２社にすぎない。
　これは，織物産業の保護という観点からではなく，織物工場の廃業跡地などの利用可能な
土地は市街地全域に散在しており，誘致企業を集約的に配置することができなかったためと，
複雑に入り組んだ道路網や不規則な区画が大規模工場の立地には不適であったためである。
これらの理由は，問屋制家内工業に端を発し，都市型工業として家族経営に近い小規模工場
のまま衰退を迎えた米沢市の織物産業とその集積地区となった米沢市市街地の特徴を物語る
ものである。
　しかし，その結果，郊外に立地した電気機械産業と市街地に残存した織物産業との間に立
地競合は生じなかった。また，両産業の労働力構成も，誘致企業は若年労働者層を中心に求
人活動を行ったのに対し，織物工場は中高年労働者層に対する縁故採用を基本としていた。
さらに，進出工場は郊外の農村的集落に居住する農家労働力の一部を吸収する傾向にあった
が，織物工場就業者のほとんどは旧米沢城下に居住する。このように，電気機器産業の進出
が在来の織物産業に与えた直接的な影響は，ほとんどなかったかのように見えるが，若年労
働者層に対する誘致企業の吸引力が織物工場の高齢化と後継者不足を引き起こしたという見
方もできる（内藤，1973）。
３．今後の課題とその対策
　現在，米沢市工業の中心として機能する工業団地であるが，全国的に工業団地が抱える問
題として第一に挙げられるのは，雇用創出の停滞である。工場の操業当初において発生した
雇用機会を恒常的に発生させることはできない。それどころか，人件費の削減を目的とした
作業行程の機械化は，逆に雇用者数の減少を招いている。さらに，産業の空洞化による国内
生産部門の縮小や昨今の景気低迷などによって，各工場の生産は伸び悩む傾向にある。
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　工場が操業してすでに20数年が経過している米沢市の各工業団地においても，これらの問
題は発生している。米沢八幡原中核工業団地に対する先の米沢市の調査によれば，従業者数
は1999年の4,627人をピークに減少化傾向にある。また，従業者の性別および年齢別構成比
を見ると，男子従業者比は1996年において68.2％であったが，2003年には76.1％に上昇し，
30歳未満の従業者比は42.1％から28.6％にまで低下した。工場の生産内容や従業者数の減少
から考えると，これらの数値は管理的な職種が増えたと解釈するよりは，新規採用の減少に
よる従業者の高齢化と女子従業者の退職によるものだと解釈するのが妥当であろう。
　米沢市では「米沢オフィス・アルカディア計画」（以下，アルカディア計画）を策定，実
行することによって，このような「雇用の固定化」に対処しようとしている。アルカディア
計画とは，経済産業省による産業業務施設再配置促進政策（オフィス・アルカディア構想）
に基づき，「地域の産業と経済をより一層発展させるため，また，製造業の高付加価値化を
促進し，今後成長が期待できる知的集約型産業の受け皿づくり及び多様で魅力ある就業機会
を創出する」（米沢市，2002）ことを目的とした事務所，営業所，研究所等の誘致政策であ
る。米沢市は1994年に地方拠点都市の地域指定を受け，大字川井地区を「米沢市産業業務拠
点地区」に指定した。同地区は，市東部の丘陵部を開削して造成された米沢八幡原中核工業
団地とJR米沢駅との間に位置する
　「雇用の固定化」によって４つの工業団地だけでは永続的な工業発達が難しくなりつつある
米沢市にとって，アルカディア計画は市の今後の成長にも大きな影響を及ぼす重要な事業で
あるといえる。「米沢市産業業務拠点地区」に指定された大字川井地区は，2002年（平成13）
に分譲が開始されたばかりで，工業団地との具体的な連携が見られる状況ではないが，アル
カディア計画の真価は，中枢管理部門まではいかないものの，研究，開発，営業部門の誘致
によって，生産一辺倒だった地方工業を複合的な産業組織に再編することにある。
　早くから企業誘致に力を入れ，山形大学工学部という公的な研究施設が立地する米沢市は，
このような再編を産官学の連携から実現できる地域性を有しているといえ，その目的が達成
されれば，企業の生産部門だけ誘致して安価な土地と労働力のみを提供してきた地方工業都
市の性格を一新することができよう。しかし，逆に言えば，アルカディア計画によって誘致
される企業が，従前と同様に安価な土地と労働力を期待するだけで，周囲の工業団地の企業
と積極的な関連を持とうとしなければ，なんのためのプロジェクトなのか分からないものに
なってしまうだろう。景気の全国的な低迷にともなう生産の伸び悩みの中で，新しいスタイ
ルでの企業誘致を米沢市がどのように行っていくかという点に計画の成否がかかっている。
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Ⅴ　米沢市市街地の空間構造の変容
１．誘致企業が市街地の空間的構造変容に与えた影響
　現地調査と住宅地図によって1980年代前半から1990年代後半までの土地利用転換をみた
ところ，低層階の集合住宅（アパート，宿舎），戸建社宅，駐車場への土地利用転換が顕著
であることが明らかになった（山田，2000）。低層階の集合住宅は１Ｋおよび２ＤＫという
間取りが多く，単身者あるいは若年夫婦の居住を前提としたつくりになっている。不動産業
者への聞き取り調査によれば，当初，これらの集合住宅への入居者は市街地南部に立地する
山形大学工学部に通学する大学生であったが，工業団地への企業集積が進むにつれ，工場就
業者との契約が増加し，現在では大学生と工場勤務の若年労働者および単身赴任者が混住す
る傾向にあるという。
　また，山形県内でほぼ同じ人口規模を示す米沢市，鶴岡市，酒田市の３都市で，近年にお
ける人口集住地区（DID）の面積と人口密度の変化を比較してみると，鶴岡市と酒田市では
DIDの面積が拡大しているのに対し，米沢市ではDIDの面積が徐々に縮小している（第２表）。
第２表　山形県主要４都市における人口集中地区（DID）の変化
しかし，米沢市のDIDの人口密度は1990年代前半においては1.0％の増加を記録し，1990年
代を通して見ても－2.3％の減少でとどまり，他の２市ほど急速に低下してはいない。これら
のことから，米沢市においては，都心地区の外縁が新たに整備され，都心地区が空間的に外
方へ拡大するという状況にはなく，既成の都心地区に人口が滞留しているといえる。ただし，
都心地区の衰退は全国の地方都市に共通して観察される現象であること，米沢織物の衰退に
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人口集中地区の人口密度（人／）人口集中地区人口（人）人口集中地区面積（）
2000年1995年1990年2000年1995年1990年2000年1995年1990年
5,7515,7865,732177,763176,475168,52030.930.529.4山 形 市
3,9274,0634,02149,83451,59851,87412.712.712.9米 沢 市
4,5524,6975,08260,82164,35461,49813.413.712.1鶴 岡 市
4,1354,2984,45366,99267,90968,13716.215.815.3酒 田 市
人口集中地区の人口密度の増減率（％）人口集中地区人口の増減率（％）人口集中地区面積の増減率（％）
1990－20001995－20001990－19951990－20001995－20001990－19951990－20001995－20001990－1995
0.3－0.60.95.50.74.75.11.33.7山 形 市
－2.3－3.31.0－3.9－3.4－05－1.6－0.1－1.6米 沢 市
－10.4－3.1－7.6－1.1－5.54.610.4－2.513.2鶴 岡 市
－7.1－3.8－3.5－1.7－1.4－0.35.92.53.3酒 田 市
（資料：国勢調査報告書）
よって市街地内の活動は低迷しつづけていること，を考え合わせると第２表に見られる人口
の滞留は旧住民の流出が集合住宅への入居者増によって相殺された結果生じた現象であると
考えられる。
　集合住宅の居住者は大学生や工場従業者であり，日常生活の利便性を求めて町中を指向す
るものの，その活動の場は市街地外縁や郊外にある。一方，米沢織物を中心に形成されてき
た産業地域社会は，作業工程ごとの分業体制が「いえ」どうしの関係と密接に関連する職住
一致型の社会であり，工場が立地する市街地は同時に生活の場でもあった。この点で市街地
における旧住民と集合住宅に入居する新住民との間には大きな違いを指摘することができる。
不況によって織物生産地としての地縁的関係が弱まりつつある中で，新住民の増加は産業地
域社会の崩壊に拍車をかけたことは明らかであろう。
　集合住宅や駐車場のすべてが織物関連施設の跡地に立地しているわけではない。しかし，
米沢織物の衰退によって発生した休閑地が市街地の土地利用転換を促進する基盤となったと
いえる。先に述べたように，米沢市では，土地利用政策上の観点から，線引き以前から存在
する織物工場については残存が許されているものの，工場跡地に新しい工場を建設すること
はできない。残された選択肢の中で，休閑地の土地所有者が行う最も一般的な土地利用改変
は集合住宅と駐車場の建設であったと考えられる。
　加えて，1980年代後半におけるわが国のバブル景気の中で生じた地価の急騰は，毎年の固
定資産税や相続時の相続税の上昇を招き，市街地内の休閑地を未利用地のまま放置すること
を難しくした。土地所有の維持に係る現金収入の必要性や税金対策上の観点から，都市内の
未利用地に対する改変が進んだのは同時期における全国的傾向であり，米沢市においては織
物関連施設跡地から低層の集合住宅あるいは駐車場建設が進行した。
　織物関連施設と誘致企業との間には直接的な立地競合はなかったとはいえ，米沢織物を中
心とする産業地域社会の崩壊をコミュニティの側面から見た場合，市街地に流入する新住民
の増加を看過することはできない。つまり，誘致企業の立地場所は郊外の工業団地であって
も，その従業者の集合住宅への入居は市街地の空間構造を変容させる一因となったというこ
とができ，織物産業の衰退と企業の誘致は無関係とは言いきれない。また，米沢市開発公社
が事業主体となって進められている桑山住宅団地（万世町桑山・金谷地内）・南原笹野町住
宅団地（南原笹野町地内）・林泉寺住宅団地（林泉寺三丁目地内），堀川町住宅団地（堀川町，
城西一丁目地内），笹野住宅団地（米沢市大字笹野地内）などは，アパートから持家へといっ
た従業者の年齢上昇に伴う住宅需要の変化に対応したものであり，近年では市街地郊外の宅
地開発にも誘致企業の影響は現れ始めているといえる（第３図参照）。
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２．工業生産から見た都市空間の変容過程
　上杉鷹山によって米沢藩に導入された米沢織物は，藩内で完結する自給自足型の産業シス
テムに組みこまれて発展した。一方，1970年代後半以降，織物産業に替わって米沢市の基幹
産業になった電気機械工業の隆盛は，誘致政策による地域外からの企業集積によるものであ
る。そして，現在ではアルカディア計画に代表されるように，企業間の連携や地域内の行政
機関および学術機関との連携による地域内経済の再編によってさらなる発展を計画している。
ただし，企業誘致による地域内経済の再編は，前近代的な閉鎖的経済空間の中で進められて
はおらず，全国的な産業育成策のサブシステムとして機能する開放的経済空間の中で進行し
ている。以下では，このような基幹産業の変遷に伴う市街地の変貌を模式的にまとめ，整理
してみたい。
　鷹山によって米沢織物が導入された当初の米沢藩の空間構造を模式的に見てみると，農村
統制による計画的な生糸生産をもとに，半専売制による織物生産が行われ，製品は販売契約
を結んだ特定の特権商人を通して，地域外に出荷されていた。城は一本化された流通経路の
中心にあり，織物工場と原材料を供給する周辺農村や藩外への販売を担当する特権商人との
仲介を行うとともに，問屋制家内工業の問屋として織機の貸出しや製品の買取りを行った。
　この時代の特色は，身分制度のもとで担当する作業が固定していた点にある。つまり，織
物の生産は，それを内職とする中級・下級武士団の足軽屋敷に限定されており，製品の販売
を担当する商人は町屋敷に居住していた。藩内の空間構造が機能的に結びついていたとはい
え，身分制度のもとでは，異なる階層間での個人的な結びつきはほとんどなく，城による管
理が空間構造の維持，発展には不可欠であった（第５図(a)）。
　ところが，藩体制が崩壊して近代に入ると，藩内で完結する経済の中心として機能してい
た城が無くなり，生産者は各自の判断で仕入れ，販売を行わなければならなくなった。その
ため，原材料の販売や製品の買い受け等を行う業者が出現し，原材料供給や製品販売のルー
トが多様化していった。さらに，困窮する旧上級武士団も織物産業に参入したため，織物関
連施設の立地数はさらに増加し，その分布域は市街地全域に拡大した。
　これらの織物関連施設の多くは，大規模工場に編入されることを嫌い，小規模経営のまま
成長したため，市街地全域が工業生産の場となり，市街地には工業生産と日常生活行動が密
接に関連しあう産業地域社会が形成された。一方，生産者の増加による生産量の上昇によっ
て，原材料は地域外からも供給されるようになり，市街地の生産と周辺農村からの原材料供
給という関係（産地内生産）は弱体化した（第５図(b)）。
　米沢織物は，第二次世界大戦を経て戦後復興期にいたるまで米沢市の基幹産業として米沢
市の経済を支えてきたが，その後の織物産業の低迷や国の構造改善事業によって，1970年代
後半以降，織物業者の転廃業が相次ぎ，工場数は激減した。このような織物産業の衰退に対
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し，米沢市は企業誘致による電気機械産業への転換を図ったが，誘致された企業は市街地郊
外に新たに造成された工業団地に収容された。その結果，工業生産の中心は市街地から市街
地郊外に移り，周辺農村と市街地との関係もほぼ消滅した。
　工業団地を中心とする新たな生産システムにおいて，周辺農村は原材料供給の場としてで
はなく，労働力供給の場として位置づけられる。また，市街地には未だ米沢織物の生産を中
心にした産業地域社会が残存しているものの，誘致企業による工業生産が活発になるにつれ，
地域外から流入する工場就業者や核家族化が進む周辺農村から独立した若年工場就業者の受
け皿として機能するようになった（第５図(c)）。
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第５図　基幹産業の転換に伴う都市構造の変容
　工場就業者の市街地居住は，市街地から郊外へ向かう通勤流動を生み出す。このような通
勤流動は一般的な都市で発生する通勤流動とは逆の方向であり，「市街地のベッドタウン化」
を指摘することができる。また，産地内生産による市街地と周辺農村との関係はほぼ消滅し
たものの，周辺農村から流入した若年工場就業者は市街地と周辺農村を血縁的関係によって
結びつける。これも，市街地の拡大によって農村の都市化が進行する一般的な都市成長とは
異なるものであり，米沢市では「市街地の農村化」が進行しているといえる。
　「市街地のベッドタウン化」あるいは「市街地の農村化」を生み出す市街地への人口流入は，
これまでに形成されてきた産業地域社会の保持に直接寄与するものではない。また，間取り
の少ない賃貸集合住宅という住居形態から憶測されるように，長期的居住による新たなコ
ミュニティの形成も期待できない。しかしながら，彼らの流入によって市街地人口の極端な
減少に歯止めがかかっていることは明らかであり，市街地の活性化に果たす役割は大きい。
　今後，少子化による大学生の減少や企業の新規採用枠の縮小によって，市街地内の低層集
合住宅に対する需要が低下した場合，市街地の土地利用は新たな局面を迎えることになり，
市街地は本格的な空洞化へ進んでいくことが予測される。
Ⅵ　お　わ　り　に
　本研究では，基幹産業の変遷に伴う都市空間の変容を明らかにすることを目的として，山形
県置賜地方の中核都市として機能する米沢市を事例に，近世期に導入された米沢織物の衰退過
程と高度経済成長期後に活発化した電気機器工業の進出過程を整理し，それらが同市の空間構
造に与えた影響を明らかにした。分析の結果は以下のように要約される。
(1)  近世期に米沢藩に導入された米沢織物は，当初は藩による半専売制のもとで発達したた
め，工場集積は中級・下級武士団の集住地区に限定されていた。ところが，藩体制が崩壊
して近代に入ると，旧上級武士団の居住地区においても米沢織物の生産が行われるように
なり，織物関連施設の分布は市街地全域に拡大した。
(2)  市街地に散在する織物関連施設は，分業化された作業工程ごとに結びついており，生産
を離れた生活行動面においても密接に関連しあう産業地域社会を作り出した。工場の大規
模化による大量生産に乗り遅れたことが米沢織物の衰退を早めた一因と指摘されることも
あるが，産業地域社会の相互扶助的な関係が生産を支えてきたという見方もできる。
(3)  高度経済成長期後の繊維産業の衰退に対して，米沢市は第二次大戦中に行った工場疎開
の経験をもとに，電気機械関連の企業に対する積極的な誘致政策を展開した。その結果，
米沢市の工業生産は，織物関連施設の転廃業が相次ぐなかで上昇し続け，1980年代には電
気機械産業への転換による工業再生に成功した。
― 154 ―
基幹産業の変遷に伴う都市空間の変容 ―― 山田
(4)  誘致された企業の多くは，市街地郊外に造成された工業団地に収容された。その結果，
都市型工業として市街地内に散在していた織物関連施設は工業の再生過程に取り残される
形で残存した。この二つの産業の棲み分けが，米沢市の空間構造を規定し，変容させる基
本的な要因となったといえる。
(5)  市街地では廃業した織物関連施設の跡地に低層の集合住宅や駐車場が建設されることが
多く，工業生産の中心から居住地区としての再整備が進められている。しかし，集合住宅
へ入居する大学生や工場従業者のライフスタイルは，職住一致型の産業地域社会を形成し
てきた旧住民のそれとは大きく異なり，産業地域社会のコミュニティ面からの崩壊が懸念
される。
(6)  ただし，市街地に対する新住民の流入によって市街地人口の極端な減少に歯止めがか
かっていることは明らかであり，市街地の活性化に果たす役割は大きい。今後，少子化に
よる大学生の減少や企業の新規採用枠の縮小によって，市街地内の低層集合住宅に対する
需要が低下した場合，市街地の土地利用は新たな局面を迎えることになり，市街地は本格
的な空洞化へ進んでいくことが予測される。
　　工業都市米沢の変容は，基幹工業の転換という点に集約される。それは生産性の面から
見て肯定的に評価されるべき事象ではあるが，藩政時代から続く米沢織物の長い歴史とと
もに形成されてきた産業地域社会は，新興工業への転換過程のなかで徐々にその特質を失
いつつあるといえる。
　　工業生産額等の統計上の値では工業都市としての再生に成功した米沢市であるが，米沢
市という街の個性は郊外の工業団地によって再生されるとは思えない。アルカディア計画
に代表される今後の都市計画を成功に導くためには，統計上の数値に隠れて表面化しにく
い街の没個性化について，市街地の果たす役割を再認識するべきであろう。
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Changes in Urban Space Use due to Basic Industry Transition: 
A Case Study of Yonezawa, Yamagata
YAMADA Hirohisa
    With the goal of determining the changes in an urban area following a shift in its basic 
industry, this study looked at the case of Yonezawa, which serves as the hub city for the 
Okitama region of Yamagata prefecture. We focused on the development of Yonezawa's 
electrical equipment industry, which took off during the postwar period of high economic 
growth in Japan, and the decline of the city's textile industry dating back to the beginning 
of Japan's modern era, in order to ascertain the effect of these changes on the structure of 
the city. The findings of the analysis are summarized as follows:
　(1) Yonezawa's textile industry was set up in the feudal era. The concentration of 
factories was limited to the residential areas of middle and lower class samurai groups, 
owing to a partial monopoly achieved by the feudal clan that ruled the district at that time. 
As the feudal system crumbled however, the Yonezawa textile industry began to spread 
into residential areas of the formerly upper class samurai, and the distribution of textile 
facilities expanded throughout the entire city.
　(2) The textile facilities dispersed throughout the city were directly related to each of the 
steps in the textile manufacturing process, and this created an industrial regional society 
that permeated the other areas of daily life not related to production. Although the 
reluctance to introduce large mass production plants is regarded as one of the reasons that 
the Yonezawa textile industry went into early decline, it can also be said that the 
community of mutual support in this industrial regional society is what helped support its 
industry.
　(3) With the decline of the textile industry and the advent of postwar economic boom in 
Japan, Yonezawa developed a policy to actively attract investment from electrical 
machinery companies, based on its experience during the Second World War when plants 
were relocated to safer areas of the country. As a result, the manufacturing industry in 
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Yonezawa continued to grow while textile facilities were successively closed or relocated. 
By the 1980s, the city succeeded in achieving economic revitalization with a changeover 
to electrical machinery manufacturing.
　(4) Many of the companies that set up operations in Yonezawa were accommodated in 
industrial complexes developed in the suburbs of the city. As a result, the textile facilities 
scattered within the city as an urban-based industry were left behind in the economic 
revitalization process. The separate locations of these industries mandated changes in the 
urban layout of Yonezawa, and became the fundamental reason for the city's transition.
　(5) Within the city limits there are now many parking lots and low-rise apartment 
buildings where the old textile facilities used to be, and the area is being revamped from a 
manufacturing center to a residential district. However, the lifestyles of the plant workers 
and university students that have moved into these apartment buildings is vastly different 
from those of the former residents who created an industrial regional society based on 
occupational roles, and there is the concern that the community aspect of this industrial 
regional society will also disintegrate.
　(6) Nevertheless, it is clear that the extreme reduction in the resident population within 
the city is being slowed by an influx of new residents, and this is playing a large role in 
revitalizing the city. If the demand for low-rise apartment housing within the city falls due 
to a reduction in new hiring by companies, or a drop in the number of university students 
as a result of the declining birthrate in Japan, it is expected that the city will enter into a 
new land use situation, and full-scale hollowing of the city core will begin.
　The changes in the industrial city of Yonezawa can be attributed to the transition of its 
basic industry. Although it is a phenomenon that needs to be evaluated positively from the 
aspect of economic productivity, the special qualities of this industrial regional society, 
which has been formed through the long history of Yonezawa textiles dating back to the 
feudal era, are gradually being lost amid the transition to new industries.
　Although Yonezawa has succeeded in rebuilding itself as an industrial city, as far as 
production statistics are concerned, the character of Yonezawa has not been revitalized by 
its suburban industrial complexes. In order for the city to succeed in future planning, as 
represented by the Arcadia Plan, it is necessary to have a new awareness for the role of 
the city core, in light of the declining character of this city that cannot be disguised with 
economic statistics.
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